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22..  ココスストト構構造造改改革革ににつついいてて  

2-1. 概要 

我が国の公共事業の大部分を担っている国土交通省では、良質な社会資本を適正な価格で整備

するため、計画、設計、積算、入札契約、施行監督そして検査・評価といった各段階において制

度の見直しも含めた改革を進めている。 

特に、コスト縮減の取組みにおいては、平成９年度から３ヵ年取組んだ「公共工事コスト縮減

対策に関する行動指針」（以下「旧行動指針」という）に続き、平成12年度から平成20年度までの

政府の新たな取組みとして「公共工事コスト縮減対策に関する新行動指針」（以下「新行動指針」

という）が、公共工事コスト縮減対策関係閣僚会議において策定され、国土交通省においても平

成13年３月に新行動指針を踏まえた「公共工事コスト縮減に関する新行動計画」（以下「現行動計

画」という）が策定された。 

さらに、新行動指針が工事実施上の施策に関する取組みの促進であったのに対して、平成15年

９月からコストの観点から公共事業のすべてのプロセス、すなわち社会的ニーズに適応すべく仕

事の進め方等を見直す「公共事業コスト構造改革プログラム」（以下「政府プログラム」という）

を策定し、政府の取組みとしてコスト構造改革を始動した（図 2-1-1 参照）。 

これらの具体的施策の実施に当たっては、社会資本施設が本来備えるべき基本機能・品質の確

保、下請け企業などへの不当なしわ寄せの防止及び談合などの不正行為の防止が前提となってい

ることは言うまでもない。 

なお、国土交通省では政府に先がけて、平成15年３月に、「国土交通省公共事業コスト構造改革

プログラム」（以下「プログラム」という）を策定しており、政府プログラムはこれを受けるかた

ちで策定されている。その取組みのポイントは、①事業のスピードアップ、②計画・設計から管

理までの各段階における最適化、③調達の最適化の３点である。これにより、政府全体としての

推進体制が確立された。 

本章では、これまでのコスト縮減の取組みとコスト構造改革に着手するに至った経緯、プログ

ラムの基本的な考え方、各取組み施策の位置付け、これまでの取組み状況及び今後の取組みに向

けて等について要点を概説する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-1 公共事業コスト縮減の経緯 
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コスト構造改革コスト構造改革

H9 H12H11 H14 H15 H19 H20

目標：H19に１５％コスト縮減(H14基準)

○平成１５年度より、現行動指針を継続実施することに加え、公共事業の全てのプロセスを

コストの観点から見直す、「コスト構造改革」の取り組みに着手

○「コスト構造改革」の施策プログラムとして、「公共事業コスト構造改革プログラム」を策定

目標：H11に１０％のコスト縮減(H８基準)
実績：H11 国土交通省および所管公団

コスト縮減率 9.9%（物価変動含み 11.9%）
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2-2. 公共事業コスト縮減の経緯 

それまでのコスト縮減の取組みにより一定の成果が得られていたものの、依然として厳しい財

政事情の下で引き続き社会資本整備を着実に進めていくことが要請されており、それまで実施し

てきたコスト縮減施策の定着を図ることや新たな施策を進めていくことが重要な課題となってい

た。 

このような背景の中、平成14年７月の閣僚懇談会において、内閣総理大臣から国土交通大臣に

対して、経済財政諮問会議の制度・政策改革集中審議で、コスト縮減を論じるよう指示があった。

これを受け、国土交通大臣は、民間の手法や工夫を見習い創意工夫し、コストの観点から公共事

業のすべてのプロセスを見直す「コスト構造改革」に着手することを表明した。 

見直しのポイントは「事業のスピードアップ」、「計画・設計から管理までの各段階における最

適化」、「調達の最適化」の３点に主眼をおくこととなった。 

その後、コスト縮減の取組みに関する数値目標の設定を含め再説明が求められ、11月の経済財

政諮問会議においてコスト構造改革の目標として、従来からのものに加え新たな取組み事項も評

価する指標を導入することとし、従来の工事コスト縮減に変わる概念として「総合コスト縮減率」

を提示した。これは規格の見直しによるさらなる工事コストの縮減、事業のスピードアップによ

る事業便益の早期発現、将来の維持管理費の縮減も併せ評価しようとするものである。 

具体的な数値目標は、「平成15年度からの５年間で、物価の下落等を除いて、総合コスト縮減率

15％を達成すること」とし、コスト構造改革を推進する施策プログラムとして、平成15年３月末

に、「国土交通省公共事業コスト構造改革プログラム」を策定した。 

 

2-3. コスト構造改革取組み施策の位置付け 

（1） 国土交通省公共事業コスト構造改革プログラムの概要 

プログラムは、平成13年３月に策定された「現行動計画」に加え、「改革」として取組むべき

施策をとりまとめたものである（図 2-3-1参照）。 

プログラムには直ちに実施できる施策のみではなく、検討、試行、関係省庁との調整を行った

上で実施に移行する施策を含むものであり、必要に応じて施策を追加、変更し、プログラムを更

新することとしている。 

プログラムの内容は、「事業のスピードアップ」については、事業の円滑な進捗を図ることに

重点を置き、構想段階からの地域住民との合意形成手続きの導入や協議・手続きの迅速化・簡素

化、事業の重点化・集中化、用地・補償の円滑化を図るとともに、遅れている地籍調査の促進を

図る等の８施策である。 

「計画・設計から管理までの各段階における最適化」については、地域の実情にあった規格（ロ

ーカルルール）の設定の促進や設計の総点検、数値目標を設定し新技術の活用を促進するととも

に、低コストの維持管理を実現するために管理の見直しを行う等の14施策である。 

「調達の最適化」については、民間の技術力が一層発揮されるように、技術提案を重視する調

達方式の導入するとともに、積算価格の説明性・市場性の向上を図り、民間の活力を期待し、積

算業務の省力化等を推進する積算体系を導入する等の12施策である。 

以上、合計34施策の内容を、表 2-3-1 に示す。 

プログラムの実施状況については、具体的施策の着実な推進を図る観点から、毎年度、施策の

実施状況と数値目標についてフォローアップを実施し、その結果を公表することとしている。
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表 2-3-1 プログラムの具体的施策 
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1. 構想段階からの合意形成手続きを導入、推進する
2. 「協議・手続きの総点検」に基づき、関係省庁とも調整し、協議・手続きの迅速化・簡素化を図る

【１】 合意形成・協議・手続きの
改善

（１）

32. 「積み上げ方式」から歩掛を用いない「施工単価方式」への積算体系の転換に向けた試行を行う
33. 市場単価方式の拡大を図る
34. 資材単価等について見積徴収方式を積極的に活用するとともに、資材単価等の市場性の向上について検討する

23. 国庫債務負担行為の積極的活用を推進する
24. 工事発注の手続き期間の短縮により適正な発注ロット設定を妨げない環境を整備する
25. 民間の技術力の結集を目的とし、提案と対話による技術力競争を重視した調達方式を試行する
26. 総合評価落札方式等の技術力による競争を一層推進する
27. 優れた企業による競争を推進するため、企業の持つ技術力（＝工事成績、工事の技術的難易度等）を適正に 評価し、
業者選定に当たり技術力を評価できる環境を整備する

28. 発注者責任を明確化し、確実に遂行するための環境を整備する
29. 電子調達を推進する
30. 民間の資金・能力を活用する多様な社会資本整備・管理手法の導入を検討し、推進する
31. コスト意識の向上等のための支払方法を改善する

18. 地域住民等の参画による維持管理を推進する
19. ITを活用した施設管理等を推進する
20. 地域の実情等に応じ管理水準を見直す
21. アセットマネジメント手法等、ライフサイクルコストを考慮した計画的な維持管理を行う
22. 既存ストックを有効活用し、適正な管理を推進し、新設・更新費を低減するとともに、早期の効果発現を図る

15. 新技術活用を促進するための環境を整備するとともに、数値目標の設定等の取り組みを実施する
16. 必要な技術開発テーマを公表すること等により民間の技術開発のリスクを低減する
17. ライフサイクルコストを縮減する技術開発を推進するとともに新技術を活用した維持管理を推進する

9. 基準類の性能規定化を推進するとともに、限界状態設計法への移行を図る

10. 営繕事業に関する技術基準を統一する

11. 地域の実情にあった規格（ローカルルール）の設定を促進する

12. 技術革新等により計画・設計を大胆に見直す

13. 設計VEにおいて、必要に応じて専門家の活用を図る

14. 平成15年度に設計の総点検を行う

5. 地籍調査を促進するとともに、計画段階から土地情報を把握する
6. 土地収用法を積極的に活用するとともに、補償金仲裁制度の活用を図る
7. 代替地情報提供システムの活用等により生活再建対策を推進する
8. 用地取得業務に民間活力を活用する

3. 事業評価を厳格に実施し、事業箇所を厳選する
4. 完成時期を予め明示するなど事業の進捗管理を徹底するとともに、総事業費管理の導入を検討する

国土交通省公共事業コスト構造改革プログラム【具体的施策】

【２】 積算の見直し

【３】 管理の見直し

【２】 新技術の活用

【３】 用地・補償の円滑化

【２】 事業の重点化・集中化

【１】 入札・契約の見直し

【１】 計画・設計の見直し

（３）

（２）
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1. 構想段階からの合意形成手続きを導入、推進する
2. 「協議・手続きの総点検」に基づき、関係省庁とも調整し、協議・手続きの迅速化・簡素化を図る

【１】 合意形成・協議・手続きの
改善

（１）

32. 「積み上げ方式」から歩掛を用いない「施工単価方式」への積算体系の転換に向けた試行を行う
33. 市場単価方式の拡大を図る
34. 資材単価等について見積徴収方式を積極的に活用するとともに、資材単価等の市場性の向上について検討する

23. 国庫債務負担行為の積極的活用を推進する
24. 工事発注の手続き期間の短縮により適正な発注ロット設定を妨げない環境を整備する
25. 民間の技術力の結集を目的とし、提案と対話による技術力競争を重視した調達方式を試行する
26. 総合評価落札方式等の技術力による競争を一層推進する
27. 優れた企業による競争を推進するため、企業の持つ技術力（＝工事成績、工事の技術的難易度等）を適正に 評価し、
業者選定に当たり技術力を評価できる環境を整備する

28. 発注者責任を明確化し、確実に遂行するための環境を整備する
29. 電子調達を推進する
30. 民間の資金・能力を活用する多様な社会資本整備・管理手法の導入を検討し、推進する
31. コスト意識の向上等のための支払方法を改善する

18. 地域住民等の参画による維持管理を推進する
19. ITを活用した施設管理等を推進する
20. 地域の実情等に応じ管理水準を見直す
21. アセットマネジメント手法等、ライフサイクルコストを考慮した計画的な維持管理を行う
22. 既存ストックを有効活用し、適正な管理を推進し、新設・更新費を低減するとともに、早期の効果発現を図る

15. 新技術活用を促進するための環境を整備するとともに、数値目標の設定等の取り組みを実施する
16. 必要な技術開発テーマを公表すること等により民間の技術開発のリスクを低減する
17. ライフサイクルコストを縮減する技術開発を推進するとともに新技術を活用した維持管理を推進する

9. 基準類の性能規定化を推進するとともに、限界状態設計法への移行を図る

10. 営繕事業に関する技術基準を統一する

11. 地域の実情にあった規格（ローカルルール）の設定を促進する

12. 技術革新等により計画・設計を大胆に見直す

13. 設計VEにおいて、必要に応じて専門家の活用を図る

14. 平成15年度に設計の総点検を行う

5. 地籍調査を促進するとともに、計画段階から土地情報を把握する
6. 土地収用法を積極的に活用するとともに、補償金仲裁制度の活用を図る
7. 代替地情報提供システムの活用等により生活再建対策を推進する
8. 用地取得業務に民間活力を活用する

3. 事業評価を厳格に実施し、事業箇所を厳選する
4. 完成時期を予め明示するなど事業の進捗管理を徹底するとともに、総事業費管理の導入を検討する

国土交通省公共事業コスト構造改革プログラム【具体的施策】

【２】 積算の見直し

【３】 管理の見直し

【２】 新技術の活用

【３】 用地・補償の円滑化

【２】 事業の重点化・集中化

【１】 入札・契約の見直し

【１】 計画・設計の見直し

（３）

（２）
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図 2-3-1 国土交通省コスト構造改革 

コスト構造改革について

国土交通省公共事業コスト構造改革プログラムの策定（平成１５年３月）

①「公共工事コスト縮減対策に関する新行動計画」（平成１３年３月）に加え、「改革」として取り組むべき施策
をとりまとめたもの

位置付け

毎年度、施策実施状況と数値目標についてフォローアップを実施フォローアップ

平成１５年度：コストの観点から公共事業のすべてのプロセスを見直す「コスト構造改革」の取組を開始平成１５年度：コストの観点から公共事業のすべてのプロセスを見直す「コスト構造改革」の取組を開始

②直ちに実施できる施策のみではなく、検討、試行、他省庁との調整を行った上で実施に移行する施策を含む

③必要に応じて施策を追加、変更し、プログラムを更新する

内 容

①事業のスピードアップ（８施策）
②計画・設計から管理までの各段階における最適化（１４施策）
③調達の最適化（１２施策）

合計３４施策合計３４施策

対 象

基本的には国土交通省直轄事業、国土交通省所管の公団等が行う公共事業

①公団等は、独自の施策を実施可能
②所管補助事業等において同様の取り組みを促す
③関係省庁と連携して実施

※毎年度、施策実施状況と数値目標について
フォローアップを実施

平成１５年度から５年間で、平成１４年度の標準的な公共事業コストと比較して、１５％の総合コスト縮減率を達成する。
数値目標

Ｈ１０ Ｈ１４Ｈ９ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３

Ｈ１５ Ｈ１９（５年間）

新たな取り組み新たな取り組み

従来からの取り組み従来からの取り組み １５％１５％
①規格の見直しによる工事コストの縮減

②事業のスピードアップによる事業便益の早期発現

③将来の維持管理費の縮減

従来の工事コストの縮減に加え以下の項目も評価

※物価の下落を含めると
２１．３％の縮減
※物価の下落を含めると
２１．３％の縮減

１３．６％１３．６％
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（2） コスト構造改革プログラムと関連する取組みの位置付け 

■国土交通省のコスト構造改革の取組み 

・国土交通省コスト構造改革プログラム（プログラム） 

・公共工事コスト縮減に関する新行動計画（現行動計画） 

■政府全体としてのコスト構造改革の取組み 

・公共事業コスト構造改革プログラム（政府プログラム） 

・公共工事コスト縮減に関する新行動指針（新行動指針） 

 

以上のコスト構造改革に関する各取組みの位置付けと関係は、以下のように整理される。 

 

内容 コストの観点から公共事業のすべてのプロセスを例外なく見直す取組み 

【政府全体としての取組み】 

関連する

取組みの

位置付け 

 

【国土交通省の取組み】 

 

施策の

概 要 

■「現行動計画」に加え、「改革」として取組む

べきコスト縮減のための「環境の整備」や「し

くみづくり」の施策をとりまとめたもの 

■数値目標が設定されている 

■「公共事業コスト構造改革フォローアップ実

施要領」において、「新行動指針」を含めた

フォローアップ方法が明示されている 

■基本的には、工事に関するコスト縮減を図る施策

をとりまとめたもの 

■数値目標は設定されていない 

■具体的なフォローアップ方法は設定されていない

 

 

 

施策の 

内 容 

①事業のスピードアップ （８施策）

②計画・設計から管理までの 

各段階における最適化 （１４施策）

③調達の最適化 （１２施策）

   

 

 計３４施策 

①工事コストの低減 （１９施策）

②工事の時間的コストの低減 （１施策）

③ライフサイクルコストの低減 （３施策）

④工事における社会的コストの低減 （４施策）

⑤工事の効率性向上による長期的コストの低減 

  （３施策）

  計３０施策

 

 

 

公共工事 
コスト縮減対策に関する 

新行動計画 
（平成１３年３月） 

国土交通省公共事業 
コスト構造改革プログラム 
（平成１５年３月） 

公共工事コスト縮減対策に関する 
新行動指針 
（平成１２年９月） 

公共事業 
コスト構造改革プログラム 
（平成１５年９月）

重複する施策 ： プログラムは計画（指針）の施策を推進するた

めの、より具体的な取組みを明示している 

新行動指針

との時期の

ずれは、省庁

再編のため。
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2-4. これまでの取組み状況 

（1） 平成14年度までの取組み状況 

公共工事のコスト縮減については、平成９年度から３ヵ年で工事コストを10％縮減するという

目標のもとに政府全体の取組みがスタートした。計画、設計の見直し、技術開発、積算の合理化

等の直接的施策、資材の流通の合理化、建設副産物対策等の間接的施策を実施した結果、３年目

の平成11年度にはほぼ目標を達成した。この間、工事ごとの現場における様々な工夫とともに、

コスト縮減に効果的な技術基準類の改定やVE方式など技術提案を促す入札契約方式の導入等が

実施された。 

目標期間は完了したが、コスト縮減については継続して取組むべきであることから、平成12

年度から、新行動指針のもと、直接的な工事コストの縮減に加え、工事の時間的コスト、ライフ

サイクルコスト、工事に伴う環境、安全等の社会的コスト、工事の長期的なコスト等の低減に総

合的に取組んでいるところである。 

工事コストの縮減については、平成14年度の実績までは平成８年度を基準とした縮減率でフォ

ローアップしており、これまでの縮減結果は、図 2-4-1 に示すとおりである。平成14年度は、

物価の下落や労務費の下落等を含めて21％強の工事コストの縮減となっている。 

70%

75%

80%

85%

90%

95%

100%

H8年度 H9年度 H10年度 H11年度 H12年度 H13年度 H14年度

年度

指
数

3.5 3.2 5.96.7

11.9 9.9 15.9 10.5 18.4 11.7

［国土交通省・関係公団等］

施策効果によ
る低減

実際の工事
コストの低減

21.3 13.6

 

図 2-4-1 工事コスト低減の推移（H 8 = 100） 

 

【コスト縮減率の考え方】 

・コスト縮減額は、その年度の公共工事について、その工事を基準年における標準的 

な工事として実施した場合のコスト（仮想積算）との比較として計上する。 
   （工事コスト縮減額） 

＝（基準年における標準的な工事として実施した場合の仮想積算額）－（当該年度の実際の積算額） 

    （工事コスト縮減率） 

＝（工事コスト縮減額）／（基準年における標準的な工事として実施した場合の仮想積算額） 

・基準とする年度は、 平成14年度までは平成８年度を基準。 

 平成15年度からは平成14年度を基準。 
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（2） 平成15年度の取組み状況 

総合コスト縮減率（基準年：平成14年度） 

 

平成15年度の総合コスト縮減率は、国土交通省・関係公団等合計で6.1％、政府全体(全府省・

全公団等)で5.5％の低減となった。また、企業物価、労務費等の下落を考慮した総合コスト縮減

率は、国土交通省・関係公団等合計で7.3％、政府全体(全府省・全公団等)で6.7％の低減となっ

た。 

 

■ 国土交通省・関係公団等の平成15年度実績 

総合コスト縮減率等     ：縮減率：6.1％ 縮減額： 2,717億円 

物価の下落等を含めた縮減率等：縮減率：7.3％ 縮減額： 3,227億円 

 

Ｈ１５ 

総合コスト縮減率 

工事コスト

の縮減※ 

事業便益の

早期発現 

将来の維持管

理費の縮減

間接的な 

効果 

（間接１） 

合計 

(物価下落除)

合計 

(物価下落含)

国土交通省 4.3% 0.1% 0.7% 0.2%  5.3% 6.5%

関係公団等 6.7% 0.0% 0.1% 0.2%  7.1% 8.3%

合  計 5.4% 0.0% 0.5% 0.2%  6.1% 7.3%

※ 工事コストの縮減には、規格の見直し分が含まれる。 
※ 四捨五入の関係で、0.0％となっている項目がある。 

 

■ 全府省・全公団等の平成15年度実績 

総合コスト縮減率等     ：縮減率：5.5％ 縮減額： 3,049億円 

物価の下落等を含めた縮減率等：縮減率：6.7％ 縮減額： 3,691億円 

 

Ｈ１５ 

総合コスト縮減率 

工事コスト

の縮減※ 

事業便益の

早期発現 

将来の維持管

理費の縮減

間接的な 

効果 

（間接１） 

合計 

(物価下落除)

合計 

(物価下落含)

政府全体 4.9% 0.0% 0.4% 0.2% 5.5% 6.7%

※ 工事コストの縮減には、規格の見直し分が含まれる。 
※ 四捨五入の関係で、0.0％となっている項目がある。 

 

なお、これらの縮減額は、社会資本整備の推進に充当し、公共事業全体の進捗を図っている。 
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2-5. 今後の取組みに向けて 

コスト構造改革では、全体的に継続的な取組みが多く、新たな施策としての取組みが少ない状

況となっており、特に公共事業のプロセスの見直しについては、関係各分野における関係者の積

極的取組みがますます重要と考えている。 

これらの取組みの結果として算出される総合コスト縮減率について見ると、平成19年度までの

目標値15％に対して、平成15年度は6.1％と随分成果があがっているようにも見える。しかしなが

ら、大まかな内訳を見て状況を分析すると、①工事コストの縮減 5.4％、②規格の見直し 0.1％、

③事業便益の早期発現 0.1％、④将来の維持管理費の縮減 0.5％となっている。これまでも取組

んできたため今後大きな伸率が期待できない①の部分がほとんどを占めており、その一方、今後

の伸率を期待している新たな施策②～④の部分が合計で１％に満たない状況となっている。 

つまり、単純に試算しても、平成15年度の努力を継続したとしても、目標値達成が微妙である

という厳しい状況になっているのが実態である。このため、数値目標達成の観点からも、これま

で以上の努力が必要であり、特に新たな施策への取組みが不可欠である。 

 

コスト構造改革の取組みは緒についたばかりである。今後、プログラムの施策が効果を上げる

ためには、職員一人ひとりがコスト意識を持って取組むことが不可欠となる。また、コスト構造

改革に努力した者が評価される仕組みも必要である。 

コスト構造改革が目指すものは、限界が見え始めたこれまでのコスト縮減の取組みに対して、

既存の制度・政策の制約を打ち破ることにより、抜本的に公共事業を改革することである。切磋

琢磨する競争、コスト、品質確保、時間管理の４つの視点とする真の競争原理を公共事業に導入

することで初めて、限られた予算、資源、時間の組み合わせの最適化が可能となるものと考えて

おり、その実現に向け、コスト構造改革の推進が不可欠となっている。 

 

 

 




